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が、一方で ICT を導入・発展させていくことによる「機会」 創出・拡大や貧困層の「エン
パワーメント」の便益も大きい。そのため、問題・課題を認め、それを低減、改善しつつ ICT
を導入・拡大していくことが必要なのである」（JICA, 2001, p.214）。 
















































































国連2 E-government can be referred to as the use and application of 
information technologies in public administration to streamline and 
integrate workflows and processes, to effectively manage data and 
information, enhance public service delivery, as well as expand 





世界銀行3 “E-Government” refers to the use by government agencies of 
information technologies （such as Wide Area Networks, the 
Internet, and mobile computing） that have the ability to 





OECD4 The use of information and communications technologies （ICTs）, 
and particularly the Internet, to achieve better government. 
電子政府とは、より良い政府を実現するためのツールとしての情報通信技
術（ICT）、特にインターネットの利用。 
EU5 Using the tools and systems made possible by Information and 
Communication Technologies （ICT） to provide better public services 





                            
2 The United Nations E-Government Survey 2014: E-Government for the Future We Want、p.2 
3 世界銀行の infoDev （2009）、e-GOVERNMENT PRIMER、p.2 
4 OECD The e-Government Imperative （2003, p.23）、及び IMPLEMENTING E-GOVERNMENT IN OECD 




















一方、経済協力開発機構（Organisation for Economic Co-operation and Development：
OECD）と欧州連合（European Union：EU）の定義をみると、より良い政府を実現することを
目指し、公共サービスを提供することとは、ICTにおけるツール・システム・インフラ自体




















































図 1-2のように、対象別電子政府の種類は、G2B（Government to Business：政府対企業
及び教育機関 NGO団体）、G2C（Government to Citizen：政府対国民）、G2G（Government to 








































































初期に提案された有名なモデルとして、Layne and Lee （2001）のモデルが挙げられる。

























図１-3 Layne and Lee（2001）の電子政府オンラインサービス発展段階 
出典：Layne and Lee （2001） 



















































した政府文書をオンライン上で共有することが可能となる。」（JICA, 2004, p.81） 











有することが重要である。」（JICA, 2004, p.81） 








「国連の電子政府ランキング8」とは、2003 年以来、国連経済社会局（United Nations 
Department of Economic and Social Affairs：UNDESA）が、193ヶ国の国連加盟国すべて










サービス指標（Online Service Index：OSI）」、「電気通信インフラ指標（Telecommunication 








出典：国連（2016）の電子政府発展度指標 2016  
                            































                            
9 早稲田大学世界電子政府進捗度ランキング調査；http://www.e-gov.waseda.ac.jp/ranking_jp.htm 
10 早稲田大学電子政府・自治体研究所；http://www.e-gov.waseda.ac.jp/ 

























5-1 行政 CIO の導入 
5-2行政 CIO の権利 
5-3 行政 CIO の組織 










































































向けのホームページのパフォーマンスを測定する Page Speed Insightsを用いて、それ
ぞれのホームページのパフォーマンスを測定する。 







行政 CIOの人材育成を支援するための研修コースや運営する仕組と行政 CIO を教育する
レベル等を関連させて評価している。評価対象としては、「行政 CIOの導入」、「行政 CIO
























































 先端 ICTの利活用度： 
近年、先端 ICTといった「クラウド、IoT、ビッグデータ」の活用が注目されている。








2001 年以降、WEF は INSEAD やコーネル大学と提携して、ICT 分野を対象とする年次報告書
「世界情報技術レポート（Global Information Technology Report）」シリーズを刊行し、
併せて「ネットワーク成熟度指数（Network Readiness Index：NRI）12」も発表している。
NRIは国際的に ICT環境を展望するための代表的指標であり、NRIを用いて ICT革命の推進


























第４項 国際電気通信連合の ICT開発指標 
国連の国際電気通信連合（International Telecommunication Union：ITU）では、2007
年から世界の電気通信環境の調査報告（Measuring Information Society Report）を公表
し、ITUの評価に基づく各国の ICT普及度についてランキングを知ることができる。この報
告書では、ITUの ICTの普及度の指標として、「ICT開発指標（ICT Development Index：IDI）
13」が使われている。IDI の主な評価視点は、「各国における ICT開発のレベルと進化、およ
び他国との比較」、「先進国と発展途上国の ICT開発の進展」、「デジタルデバイド」、「ICTの





用状況：ICT 利用」「技能：ICT スキル」の 3 つの観点による評価、11 ベンチマーク指標に
組み合わせた IDIを公表している。IDIは、国や期間の経過とともに ICT発展を監視、比較
するためにも使用されている。 




1. 固定電子契約：人口 100人当たりの固定電話契約率 
2. 携帯電話契約：人口 100人当たりの携帯電話契約率 





7. 固定ブロードバンド契約率：人口 100人当たりの固定ブロードバンド 
8. 無線ブロードバンド契約率：人口 100人当たりの無線ブロードバンド 








（Committee for Development Policy：CDP）が認定した「一人当たりの国民総所得（GNI）
が 1025米ドル以下（2018 年）、及び人的資源指数（Human Assets Index：HAI）と経済的脆
弱性指数（Economic Vulnerability Index：EVI）が満たせない」基準に基づき，国連経済
社会理事会の審議を経て，国連総会の決議により認定された開発途上国の中でも特に開発
の遅れた国のことである。3 年に一度、LDCs リストの見直しが行われる。2018 年の見直し
の結果では、表 1-5のように、アフリカに 33ヶ国、アジアに 9ヶ国、大洋州に 4ヶ国と中
 24 
南米に 1 ヶ国の合計 47 ヶ国が後発開発途上国として認められた14。東南アジア諸国連合
（Association of Southeast Asian Nations: ASEAN）について言えば、2018年度15の分類


































































出典：国連 CDP 2018年 LDCs リスト 
第２項 後発開発途上国における ICT 












「後発開発途上国において ICT活用を推進するためには、まずは政府が ICT 活用促進の
重要性を認識して国家的な ICT活用戦略を策定し、その下で各種の政策・制度を制定・実施
することが重要である。ICT 活用戦略とそれに関する政策・制度は、包括的かつ一貫性のあ
                            


































産業の活性化を促す必要がある」（JICA, 2001, p.84）。即ち、ICT 活性化には官の政策主導









真剣に検討する必要がある」（JICA, 2004, p.66）。 
第３項 後発開発途上国の電子政府ランキング 
表 1-6は、後発開発途上国における国連の電子政府ランキングを 2005年から 2016年ま
での 10 年間（6 回）のランキング変動を示したものである。国連の電子政府ランキングで
は、多くの後発開発途上国は、2005年のレソトが最高位で、2015年にはバングラデシュが
これに変わっているが 124 位とランクを下げている。過去 10年間のランキング変動をみる
と、大きくランキングが変化した国もあれば、ランキング変動がないラオスのような国もあ
る。表 1-6 より具体的な国を挙げてみると、大きくランクを上げたザンビア（180 位→132
位の 48ランク）、バングラデシュ（162位→128 位の 38ランク）や大きくランクを下げたレ
ソト（114→154位の 40ランク）、ミャンマー（129→169 位の 40ランク） のような国もあ
れば、147位と 148位の間ランキング変動がないラオスのような国もある。また、前回との
ランキング比較という点では、大きくランクを上げたツバル（2010 年 184 位→2012 年 134
位の 50ランク）やキリバス（2010年 184位→2012 年 149位の 35ランク）のような国があ
れば、大きくランクを下げたサントメ・プリンシペ（2012年 138位→2014 年 169位の 31ラ
ンク）やネパール（2005 年 126 位→2008 年 150 位の 24 ランク）のような国もある。さら







No 後発開発途上国 2005年 2008年 2010年 2012年 2014年 2016年 
最上位ランク 114 114 121 134 125 124 
最下位ランク 180 183 184 191 193 193 
1 バングラデシュ 162 142 134 150 148 124 
2 ウガンダ 125 133 142 143 156 128 
3 タンザニア 127 143 137 139 146 130 
4 ザンビア 180 158 143 154 163 132 
5 ブータン 130 134 152 152 143 133 
6 ネパール 126 150 153 164 165 135 
7 ルワンダ 143 141 148 140 125 138 
8 アンゴラ 158 127 132 142 140 142 
9 セネガル 153 153 163 163 151 144 
10 キリバス 180 183 184 149 132 145 
11 トーゴ 152 160 165 178 162 147 
12 ラオス 147 156 151 153 152 148 
13 バヌアツ 165 154 155 135 159 149 
14 ツバル 178 183 184 134 137 151 
15 レソト 114 114 121 136 153 154 
16 エチオピア 171 172 172 172 157 157 
17 カンボジア 128 139 140 155 139 158 
18 東ティモール 144 155 162 170 161 160 
19 スーダン 150 161 154 165 154 161 
20 マダガスカル 141 135 139 148 155 163 
21 ソロモン諸島 140 147 156 168 170 164 
22 マラウイ 137 146 159 159 166 166 
23 ガンビア 163 159 167 161 167 167 
24 サントメ・プリンシペ 135 130 128 138 169 168 
25 ミャンマー 129 144 141 160 175 169 
26 リベリア 180 163 166 169 179 170 
27 アフガニスタン 168 167 168 184 173 171 
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28 モザンビーク 146 152 161 158 164 172 
29 ブルンジ 166 174 174 173 172 173 
30 イエメン 154 164 164 167 150 174 
31 コモロ 155 170 160 171 177 176 
32 ベナン 151 171 173 179 180 177 
33 ハイチ 180 165 169 187 176 178 
34 コンゴ民主共和国 180 162 158 174 183 180 
35 ギニアビサウ 180 177 179 182 182 181 
36 マリ 173 175 176 183 181 182 
37 南スーダン - - - 175 185 183 
38 モーリタニア 164 168 157 181 174 184 
39 ブルキナファ 172 176 178 185 178 185 
40 シエラレオネ 167 178 177 186 186 186 
41 ジブチ 149 157 170 176 184 187 
42 チャド 169 182 182 189 189 188 
43 ギニア 170 180 180 191 190 189 
44 エリトリア 157 169 175 180 192 190 
45 中央アフリカ 180 179 181 191 187 191 
46 ニジェール 174 181 183 188 191 192 







とつである。ASEANは 2015年に ASEAN 共同体（安全保障共同体、経済共同体、社会・文化
共同体）を設立し、10 ヶ国で 5.7 億人の大規模な社会ネットワークが誕生した。これによ
り、人やモノ、ひいては情報の流通が活発化すると予想されるが、ASEAN諸国の間には、ICT
インフラを含む社会インフラの面で大きな格差がある。 
ラオスは、図 1-6 のように内陸国で、236,800 平方キロメートルの国土面積を持つ東南
アジアのインドシナ半島に位置する人民民主共和制国家である。北に中国、西にミャンマー、
東にベトナム、南にカンボジア、南西にタイの 5 ヶ国と国境を接し、2015 年の人口は 650
 30 
万人である17。ラオスは、近年、経済成長が目覚ましく、ミレニアム開発目標（Millennium 
Development Goals：MDGs）の達成を引き継ぐ持続可能な開発目標（Sustainable Development 
Goals：SDGs）に向けて、後発開発途上国から脱却することを目指している。ラオスにおけ
る過去 5 年間の GDP 成長率は 7%台後半で推移している。2010 年には一人当たりの GDP が











2013年 1月からは、正式に世界貿易機関（World Trade Organization: WTO）の加盟国とな
っており、今後の経済発展、社会開発が期待される。また、2016 年 1 月にラオス人民革命
党第 10回大会に承認された「ビジョン 2030」や 10年開発戦略（2016-2025）に基づき、第
8次国家社会経済開発 5か年計画 2016-2020（National Socio-Economic Development Plan）

























相以下の閣僚を選出し、国民議会議員による承認を行う。2016 年 1 月に 5 年に一度のラオ
ス人民革命党の第 10 回全国代表者大会が開催され、政治局員 11 名、党書記 9 名を含む中
央委員 69名を選出し、党書記長にはブンニャン国家副主席兼党書記局常任委員が昇格した。
この党大会では、党の指導的役割を強調、社会主義体制を堅持しつつ、従来の党大会は社会
経済開発 5 か年計画を立案し、さらに、「ビジョン 2030」、「社会経済開発戦略 10 カ年戦略
2016-2025」、「第 8 次国家社会経済開発計画 2016-2020」の 3政策を承認した。その後、2016
























第２項 ラオスの ICT 事情 
ラオスの ICTや電子政府に関する政策・法律・事業を付録 1と以下にまとめる。 
ITU（2002）の報告によると、はじめてインターネットがラオスで使用されたのは 1994







て、「ラオスのビジョン 2030への ICT政策」の紹介を以下にまとめる。 
（1）ラオスの ICT政策事情 
2016年に発足したトンルン首相の体制では、郵便電気通信省（Ministry of Posts and 
Telecommunications：MPT）は、電気通信分野における政策立案、免許付与、市場の監督管
理、周波数割当、通信設備の輸出入管理、ユニバーサルサービス基金管理等を管轄している。
また、図 1-8に示すように、MPTの組織構成では、郵便事業より、通信及び ICT を中心とし
て編成されている。 
一方、2011年 9月の第 7期第 1回国民議会で承認された政府機関の再編により、郵便や
電気通信及び ICT を所管する国家郵便電気通信庁（National Authority of Post and 
Telecommunications：NAPT）は、MPTとなったと同時に、国家科学技術庁（National Authority 




ICT サービス産業関連事項は、MPT の所管とされたものの、MOST は IT 関連法制整備引き続






年 1月末にラオス人民革命第 10回全国代表者大会で承認された「ビジョン 2030」に合わせ







独立行政法人国際協力機構（JICA）とラオス ICT 商工協会（Lao ICT Commerce 
Association: LICA）は共同で、2009年から 2012年にかけて、ITサービス市場調査を行っ
てきた。この JICA-LICAの Lao IT Service Market 2012 Reportによれば、特にラオスの
ICTサービス産業は、発展の初期段階にあり、周辺国に比べ市場規模も小さい。ラオス国内
の IT 産業サービス企業の成長率は 20%台であり、主な収入源はハードウェア販売及び販売
後のサービスとされている。さらには、図 1-9のように、ラオスの IT市場規模は 2012年に






ラオスの経済発展の中で IT 分野が重要な役割を果たすと言える。行政における IT 投資に
ついて、2014年の予想では、210万米ドル、IT市場規模全体の約 15%となると推定されてい
る。このことは、行政における IT システム導入や IT インフラの構築に対して投資が行わ
れ、その投資成果が出てくるという期待が高まっていることを示している。 
 
図１-9 IT サービス企業売上から予測する ITサービス市場規模 
出典：JICA-LICA Lao IT Service Market 2012 Report 
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図１-10 IT サービス企業売上から予測する各分野の IT 投資規模 
出典：JICA-LICA Lao IT Service Market 2012 Report 
（3）ラオスの ICTインフラ事情 
ラオス ICTインフラ事情は、表 1-7に示す 5社の通信企業がそれぞれ ADSL、3G、LTE/4G、





では 80 米ドル/月だったが、2013 年には 22 米ドル/月まで下がり、4 分の 1 の安さとなっ
た」（ローワンサイ、2014、p.4）。ADSL だけでなく、3G モバイルによるインターネット利
用料も比較的安く抑えられており、2017年 9月時点では、サービス（Sim net/HSPA：14.4Mbps）
の一例を挙げると、30 日間有効、データ通信量 5GB までで、5万 Kip（約 675 円）となっ
ている。 
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表１-7 ラオスの ICT インフラ企業 
会社名 所有者 音声 インターネット 





























































出典：Lao National Information Center 
表１-8 年毎のインターネットユーザ数 
























 2013年 2014年 2015年（人口と割合） 
固定電話加入者数 721,318 920,756 962,497（15%） 
携帯電話加入者数 4,481,395 4,336,184 3,704,769（57%） 
出典：ラオス郵便電気通信省の 2015年報告書 
（4）ラオスの ICT人材事情 
JICA-LICAの Lao IT Service Market 2012 Report によれば、ラオスの IT企業は、全
国で 150社程度しかなく、その多くは従業員数 20人以下の小規模企業である。また、図 1-
12 のように、2012年の IT人員数の規模は、ITサービス企業及び社内 ITをもつ企業を合わ
せても、全国約 4500人程度で、その多くはパソコン・電話販売店とインターネットカフェ
を兼業する程度の企業であり、ハードウェア販売以外の ITサービスを提供する企業は 3割









んで卒業する学生は年間 1000 人程度で、そのうち IT 技術者として充分なスキルを持って







と表 1-11のように、それぞれの ITサービス企業（IT企業）及び社内 ITをもつ企業（銀行
や電話会社のように、社内には IT 人材 IT 部門をもつ企業）における職種毎の月給を見る
と、社内 ITをもつ企業の IT 人材給料は、ITサービス企業の IT人材給料より高い。特に金




図１-12 IT人員数の規模（IT サービス企業及び社内 ITをもつ企業） 
出典：JICA-LICA Lao IT Service Market 2012 Report 
表１-10 ITサービス企業の IT 人材給料（一ヶ月の平均、米ドル） 
職種 シニア社員 ジュニア社員 
2010年 2011年 2012年 2010年 2011年 2012年 
プログラマー 357 330 342 165 177 180 
ネットワークエンジニア 483 464 464 197 215 215 
データベース管理者 595 560 554 150 192 245 
ユーザサポート・ヘルプデスク 256 336 348 150 181 205 
マルチメディア制作 - 325 399 - 217 298 
Webやオンライン・コンテンツの制作者 325 350 400 188 153 318 
その他 400 350 350 267 150 180 
出典：JICA-LICA Lao IT Service Market 2012 Report 
表１-11 社内 ITをもつ企業の IT人材給料（一ヶ月の平均、米ドル） 
職種 シニア社員 ジュニア社員 
2010年 2011年 2012年 2010年 2011年 2012年 
プログラマー 407 310 354 250 234 268 
ネットワークエンジニア 576 460 530 249 232 272 
データベース管理者 446 511 523 210 224 285 
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ユーザサポート・ヘルプデスク 466 352 423 228 235 238 
マルチメディア制作 267 250 350 178 204 248 
Webやオンライン・コンテンツの制作者 255 261 400 168 189 229 
その他 400 450 435 235 212 245 
出典：JICA-LICA Lao IT Service Market 2012 Report 




ジョン 2030」、「社会経済開発戦略 10カ年戦略 2016-2025」、「第 8次国家社会経済開発計画

















































出典：ラオス政府第 8次国家社会経済開発計画 2016-2020 
第３項 国際指標におけるラオスの ICT・電子政府ランキング 
















2005 2008 2010 2012 2014 2016 2016 
シンガポール  7 23 11 10 3 4 1 
タイ 46 64 76 92 102 77 21 
マレーシア 43 34 32 40 52 60 31 
インドネシア 96 106 109 97 106 116 32 
フィリピン 41 66 78 88 95 71 38 
ベトナム 105 91 90 83 99 89 45 
ブルネイ 73 87 68 54 86 83 46 
ラオス 147 156 151 153 152 148 対象外 
カンボジア 128 139 140 155 139 158 対象外 
ミャンマー 129 144 141 160 175 169 対象外 
出典：国連の電子政府発展度指標 2005・2008・2010・2012・2014・2016及び早稲田大学世界電子政府進
捗度のランキング 2016 
図 1-13 は、「国連の電子政府ランキング 2005・2008・2010・2012・2014・2016」、「世界
経済フォーラムのネットワーク成熟度ランキング 2014・2015・2016」、「国際電気通信連合




スが対象となり、139ヶ国中の第 109位であった。2015 年は 97位まで上がったが、2016年
のランキングでは、104 位まで落ちた。また、ICT開発ランキングでは、2011年は 122位の
ところ、2016年は 144位まで落ちた。 











図１-13 国際指標におけるラオスの ICT・電子政府のランキング 
出典：国連の電子政府発展度指標 2005・2008・2010・2012・2014・2016及び WEFのネットワーク成熟
度指数 2014・2015・2016及び ITU合の ICT開発指標 2011・2012・2013・2015・2016 
第４項 ラオスの電子政府事情 
付録 1のように、ラオスにおける電子政府の取組は 2003年からスタートし、当初は韓国











                            







図１-14 ラオスの電子政府フェーズ 1 のインフラ網（ハード面） 
出典：Kesone（2017）ラオス政府の電子政府資料 
 



















































































図 1-17 に示している論文構成の詳細は、次の通りである。 





























































































































































































































































































                            







































































るだけ定量的な指標で評価することが望ましい」（JICA, 2007, p.38）。 

































図２-1 国家 ICT 戦略の重要な成功要因 
出典：Jeongwon（2009）の資料を基に筆者作成 


















Union：EU）が、2005年から 3年間をかけて実施した研究プロジェクト「Breaking Barriers 

































































































































出典：Heeks（2008）, Critical Failure Factors: Why eGovernment Projects Fail 
第６節 後発開発途上国における電子政府の発展 









































図 2-3 のように、このモニタリングと評価のためのツールキットでは、ICT 政策の基本






図２-3 E 戦略フレームワークピラミッドと電子政府のレベル 



































第 2 段階までは、特別な行政業務の手順変更を行わなくても政府の ICT 化を実践していく
過程で自然に達成できる内容で、使い易いポータル・サイトを提供できればよいので難易度




































































































































国際電気通信連合(ITU)が 2002年に発表した「INTERNET ON THE MEKONG: LAO PDR CASE 
STUDY」報告では、2000年はじめごろには、インターネットがまだ普及していないラオスで
は、通信・運輸・郵政・建設省（MCTPC）と科学技術環境庁（STEA）における行政 ICT化の
二重化が既に発生していた。STEAは“Lao National Plan on IT: Master Plan up to Year 




ラオス電子政府 Phonpasit センター長（Digital Review of Asia Pacific 2009–2010）
は、 2006年から中国のアルカテル上海ベル社と旧科学技術機構により共同開発した電子政
府フェーズ 1 プロジェクトの計画について発表した。しかし、ラオスの ICT 発展に向けた
インフラ整備・法制整備・ICT人材についての現状のみ報告されていた。 





















をあてて、国家情報バックボーンネットワーク（National Information Infrastructure 
Backbone)といったいくつかの成果も得ているが、それでも多くの問題が残っていると結論
づけている。 
















































































































図 3-2は、先進国 36ヶ国の 5回分のデータ（サンプリング合計 n=180）を用いて、EGDI
と GEFの相関を検証した結果である。また、図 3-3 は、後発開発途上国 47ヶ国の 5回分の
データ（サンプリング合計 n=233）を用いて、EGDIと GEFの相関を検証した結果である。さ
らに、図 3-4は、先進国と後発開発途上国の以外 110 ヶ国の 5回分のデータ（サンプリング
合計 n=540）を用いた場合、EGDIと GEFの相関を検証した結果である。 
これらの検証結果により、それぞれが p値 < 0.05 （有意水準 5%）となっていることが
わかったため、この検証は有意性がある。また、相関係数については、先進国 36ヶ国のデ
ータを用いた場合（図 3-2）では、決定係数 R2 = 0.511 となっていることで、「0.7 ＜ 相関
係数|R| = 0.715 ≦ 1.0」となったことから、強い相関を持つことがわかった。すなわち、
「電子政府の実現」は「政府の有効性」に強い関係をもち、「電子政府の実現」が向上され
れば、「政府の有効性」が高くなることが言える。 
一方、後発開発途上国 47ヶ国のデータを用いた場合（図 3-3）では、決定係数 R2 = 0.226






また、先進国と後発開発途上国の以外 110 ヶ国を用いた場合（図 3-4）では、決定係数





𝑦 =   − 1.739 + 4.063 𝑥 




𝑦 =   − 1.63 + 2.997 𝑥 





𝑦 =   − 1.76 + 3.447 𝑥 











ける障壁が予測できるためという理由からである。調査は、2016 年 6 月 27-28 日、イタリ
アの Bocconi大学で開催された「第 11回国際 CIO学会総会（11th IAC Annual Meeting）」
に出席した教員や電子政府の専門家に対し、付録 3 に示すようにアンケートを行う形で実







図 3-6 で、電子政府の取組における主要な駆動力を示す。この結果により、トップ 3 に
「政治、経済、社会・文化及び規制」がランクインした。これは、第 2 章 第 4 節で述べた
































組に改善すべきことが推測できるはずであるいう理由からである。筆者は、2016 年 12 月
14-18日、ラオスのビエンチャン都で開催したラオス政府（MPT）主催「LAO ICT EXPO 2016」
の「電子政府開発」セッションで講演した。調査は、ラオス政府が推薦して、この講演に参
加したラオス政府関係者と学生の 70名に対して、付録 3に示すアンケートによって行った。
図 3-8は、有効回答者 45名の性別・職業・教育レベル内訳を示す。回答者は、男性が 7割、
































図 3-12 では、第 1章 第 4節と第 1章 第 5節で述べたように研究背景や、第 2章で述べ
た先行レビューの結果を合わせて、本研究の研究枠組を示す。本研究では、ハード面とは電
子政府におけるインフラ、ICT関連施設・データセンター、ネットワーク機器・サーバー・








































































































































表３-1 電子政府フェーズ 1 における実施表 
ハード面・ソフト面 支援されるラオス 支援する中国 
ハード面 
ソフト面 




取組振興 「∴」限定的に実施した 「∴」限定的に実施した 

















かということについて、次の表 3-2と表 3-3にまとめている。 











 ハード面 ソフト面 





























































































































第４章 ラオスの行政における ICT 化・電子政府の現状分析 
第１節 事例研究による行政 ICT 化・電子政府の現状分析 
第１項 電子政府フェーズ 1 
第 1 章 第 5 節 第 4 項で述べたように、ラオスでは 2003 年から支援諸外国によって、
電子政府ロードマップや電子政府アクションプランが策定されてきた。そして、中国政府か



























報告では、電子政府フェーズ 1 における光ファイバー網構築は、2013 年中央政府機関との
 96 
接続は 44か所であったのに対して、2014年は 22か所に減り、そして 2015年は 2か所しか
残っていないことや、無線 WiMAX網については、2013 年は 200か所があったが、2014年以
降は使われなくなった。また、政府機関遠隔会議システムについては、2013年は 60か所が
あったが、2014 年以降は使われなくなった。電子政府フェーズ 1 のインフラ整備の維持に
かかるコストやリソースに問題が生じた可能性が高い。 
 










































                            
24 Alcatel-Lucent Shanghai Bell Co., Ltd, 
https://www.bloomberg.com/research/stocks/private/snapshot.asp?privcapId=1265609, 
http://www.cccme.org.cn/shop/cccme2924/product.aspx 
25 Alcatel-Lucent Shanghai Bell Corporate Overview, http://www.iae-
paris.org/global/gene/link.php?doc_link=/docs/2010123254_ASBOverviewen20100921.ppt 












進させるための初期段階の G2G のオンラインサービスを提供している。表 4-1 では、ラオ
ス政府が提供しているオンラインサービスの主なシステムを示す。 
表４-1 ラオス政府のオンラインサービス型の主なシステム一覧 
開始年、利用年 カテゴリ システム名、支援国・機関 
2010、2011 G2G 通関システム（ASYCUDA）、世界銀行 
2010、2015 G2G、(G2B) 原産地証明書発行システム（Electronic Certificate 
of Origin Issuing System）、世界銀行 
2012、2016 G2G、(G2C) IC旅券システム（E-passports System）、ロシア 
出典：ラオス財務省、外務省のホームページ 
通関システムと原産地証明書発行システムは、ラオス通関貿易円滑化プロジェクト（Lao 
PDR Customs and Trade Facilitation Project）の一環として世界銀行から 2008年～2017
年の間支援を受けていた。通関システム（ASYCUDA）は国連貿易開発会議（United Nations 
Conference on Trade and Development：UNCTAD）が開発したものであり、2010 年から財務
省の関税局がプロジェクトを開始し、2011年にパイロット利用を行った28。その後、2017年
9 月時点29では、ASYCUDA を 24 か所のラオス国内のラオス税関のチェックポイントと接続
し、税関職員や指定する通関業者が専用アプリケーションを通して利用している。一方、
2010 年から財務省が BIVAC Lao 社30と、即ち官と民が連携しての PPP（Public Private 
Partnership）として、統括的な輸入、輸出および輸送業務を運営するラオス・ナショナル・
シングルウィンドウ（Lao National Single Window）を共同開発している。しかし現在はこ
のシングルウィンドウの利用報告がなく、まだ運営されていないのではないか、とみられる。
これは、ASYCUDAがまだスムーズに運営できていないのにも関わらず、新たなシングルウィ
                            







省が新たな歳入情報システム（Tax Revenue Information system：Tax RIS）31を開発し、
2019年から運営を開始する予定である。システム開発の総合金額は、3,250万米ドルという








テム（Government Finance Information System：GFIS）を見直し、財務管理情報システム
















                            










































図４-2 Lao DECIDE Info 情報共有組織 
出典：Thomasら（2013） 
さらに、スイス開発協力庁（Swiss Agency for Development and Cooperation：SDC）の
支援で、ラオス政府機関を横断している政府の分野情報提供・共有プラットフォーム Lao 
DECIDE Info（http://www.decide.la/）が存在している。このプロジェクトは、2009年か
らスタートし、現在は第 3フェーズ（2013-2018）の段階である。Lao DECIDE Info の目的
は、ラオスの既存の主要データとセクター間での情報の利用、共有、統合を促進し、ラオス
政府横断的な情報交換、統合、分析能力の開発を支援し、開発計画のための新しい情報と知
識を開発する。図 4-2では、Lao DECIDE Info情報共有組織を示す。農林省からの農業デー
タ、天然資源環境省からの土地・環境情報、エネルギー鉱業省からのエネルギー鉱データ、
計画投資省からの経済的なデータ・地理的なデータを、ラオスの電子政府センターが運営し









図４-3 Lao DECIDE Info 画面・人口密度 
出典：http://www.decide.la/ 
第４項 地方自治体ホームページ 
表 4-3に、2018年 1 月の調査におけるラオス地方自治体の県レベルのホームページ一覧







































しかし、電子政府フェーズ 1 のインフラを利用する計画だったが、電子政府フェーズ 1 の
インフラの不備が続いていたため、インフラ課題におけるシステム開発変更に伴い、想定し
ていない課題が多く発生した。また、世界保健機関（World Health Organization：WHO）や
                            
34 http://www.jtec.or.jp/activities/report/pdf/2010-01kouenkai-kanazawa.pdf 
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諸外国の支援で、保健管理情報システム（Health Management Information Systems：HMIS）




ロジェクトを 2010年-2013 年期間に実施した（Somkiat 2015）。このプロジェクトは、高等





韓国国際協力団（Korea International Cooperation Agency：KOICA）より支援を受けた。 
第２節 文献による ICT 管轄・政策・法制の分析 
第１項 ICT管轄 













轄する NAPT が新たに誕生した。その後、2008 年に STEA から「環境分野」を別の省へ移管
し、NASTになった。しかし、2000年に入ってからインターネットの普及や電話利用が増加
する中で、ITに関し、STEA か NAPTか LANICかの責任範囲が適切に定義されていなかった。
そのため、重複する責任や調整の欠如によって、これらの組織による ICT政策と規制文書の
                            
35 http://www.wpro.who.int/laos/mediacentre/releases/2016/20160406_health_mgt_info_systems/en/ 
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作成について、政府への提案する競争状態が続いてきた（Phonpasit, Digital Review of 
Asia Pacific 2007–2008, p.193）。 
表４-4 ラオスにおける ICT 管轄 












国家郵便電気通信庁（NAPT） 庁 2007 電気通信、郵便 
国家科学技術庁（NAST） 庁 2008 科学、IT、電子政府、人工衛星 
科学技術省（MOST） 省 2011 科学、IT 
郵便電気通信省（MPT） 省 2011 電気通信、ICT、人工衛星、郵便 








ットセンター（Lao National Information Center：LANIC）が設立され、ラオス国家インタ







                            
36 E-Government Center; http://www.egc.gov.la/ 
37 LAOSAT-1 Satellite; http://www.laosat.la/ 
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た国家 ICT方針以降、IT又は ICT関連の方針・政策はなく、ICT政策空白の期間が長く続い









は MPT大臣が政府 CIOを兼務しているとみてよい。第 1章 第 5節 第 2項で述べたように、
第 8次国家社会経済開発計画 2016-2020の中に、ICT・電子政府に関連する目標・方針が明
記されていることは、「政治的リーダーシップと長期的ポリティカルコミットメント」（第 2
章 第 4 節）といった電子政府の成功要因が明確に示すことになる。このこととラオス政府
のトップにおける ICT 意識の高まりは、今後のラオス ICT 発展を促進させる駆動力になる
と期待する。しかし、ラオスの独特な政治体制、すなわちラオス人民革命党の一党支配の下




年 11 月第 8 期第 2 回国民議会において可決され、新たな「情報通信技術法」が誕生した。
この法制の第 13章「情報通信技術の管理」 第 55条「情報通信技術を管轄する機関」によ
り、「MPTが直接に ICTを監督し、MOSTをはじめ、他省庁と連携する」ということが定めら
れ、これで MPT が本格的に ICT を管轄するようになった。また、第 56 条「MPT の権利と義
務」では、MPTに「①ICTに関する戦略計画・方針・法制を立案し、内閣に審議。②戦略計
画・方針・法制を実現する実施計画と事業を実施。③ICTに関する法制・首相令・省令の公
開・宣伝」の権利と義務があることを定めている。そのため、2016 年以降、次の「第 2 項 
ICT政策」のように、多くの ICT関連法制が施行されてきた。これによって、ICT 監督にお
ける MPTと MOSTの対立が終結するのではないかと考えられる。 
第２項 ICT政策 
表 4-5に、ラオスにおける主な ICT政策及び ICT関連法律を示す。2001年に施行された
ラオス人民革命党（党）方針の「IT 開発・使用法令」がラオス初の ICT 政策方針となり、
2009 年に閣議決定された「国家 ICT 方針」首相令が最新版である。同方針は、ラオスにお
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ける ICT利用の方向性を示しているものである。しかし、「ビジョン 2030」に合わせた「国
家 ICTマスタープラン 2016-2020」と「国家 ICT開発戦略 2016-2020」のドラフト版が、MPT
内のみで検討されている。また、MPT が新たな政策として「ビジョン 2030 郵便電気通信分
野の開発戦略 2016-2025」を策定している。これらのことは国家 ICT方針ではなく、郵便電
気通信分野のみの範囲で有効であるため、他の分野がこの方針に従うとは限らない。 
表４-5 ラオスにおける ICT 政策一覧 
施行年（担当） カテゴリ 政策名前 
2001（党） 党方針 IT開発・使用法令 
2009（MOST） 首相令 国家 ICT方針 
2010（保健省） 省令 保健省 ICTマスタープラン策定。※未公開のため、承
認されたのか、執行されたのか、不明。 
2015（MPT） 省令 ビジョン 2030郵便電気通信分野の開発戦略 2016-2025 
2015（MPT） （ドラフト） 国家 ICTマスタープラン 2016-2020 
2015（MPT） （ドラフト） 国家 ICT開発戦略 2016-2020 
出典：ラオス国民議会・法務省・MPT・MOSTの法律データベース 
2009 年に MOST が提案し、閣議決定した国家 ICT 方針は、ラオスにおける ICT 利用の方





















水準向上への貢献」、「行政管理・行政サービスの ICT 化」が 2030までのビジョンとして掲

















かった。本来であれば、ラオスのビジョン 2030 に ICT 方針があるとともに、10 カ年戦略
2016-2025にも数字的な目標が含む ICT戦略があって、そして第 1章 第 5節 第 2項で述べ
たように、国家社会経済開発計画に含まれる目標を実現させるための ICT マスタープラン







直接管轄することができ、その結果、MPT を中心とする ICT 法律・規定が策定されてきた。
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表４-6 ラオスにおける ICT 関連法律・規定 
施行年（担当） カテゴリ 法律・規定の名前 
1997（STEA） 首相令 インターネットシステムの設置・輸入・使用・管理法令 
2000（首相府） 首相府令 インターネットシステムの組織・サービス・利用に関する首
相府大臣令 
2001（MPT） 法律 電気通信法 
2012（MPT） 法律 電気通信法・改正 
2012（MPT） 首相令 インターネットとドメイン名の管理・利用法令 
2013（MOST） 法律 電子トランザクション法 
2014（MPT） 首相令 インターネット情報管理法令 
2015（MPT） 省令 電気通信競争（電話）に関する MPT大臣令 
2015（MPT） 省令 インターネットカフェ・サービス業に関する MPT大臣令 
2015（MPT） 法律 サイバー犯罪防止法 
2015（MPT） 省令 インターネットサービス業に関する MPT大臣令 
2016（MPT） 省令 データセンター業に関する MPT大臣令 
2016（MPT） 法律 情報通信技術法 
2016（MPT） 省令 移動電話品質・インターネットサービスに関する MPT大臣令 
2016（MPT） 首相令 インターネットのデータセンター法令 
2016（MPT） 省令 ICT機器輸入・販売業に関する MPT大臣令 
2017（MPT） 省令 ソフトウェア業・ISP 業に関する MPT大臣令 
2017（MPT） 省令 ICTのコンサルタント・研修業に関する MPT大臣令 
2017（MPT） 法律 電子情報保護法 
2017（MPT） 省令 ICT機器設置・修理業に関する MPT大臣令 
2017（MPT） 省令 コンピュータセキュリティ保護に関する MPT大臣指示書 
2017（MPT） 省令 サイバー犯罪処罰に関する MPT大臣令 















また、第 1 章 第 5 節 第 2 項で述べたように、2011 年から LTE/4G サービスの利用が可
能になったことによって電話会社の価格競争の激しさが高まったため、インターネットの










第 1節 第 1項で述べたように、国連の電気通信インフラ指標で、2014年-2016 年の間、ラ
オスの指標が大きく上がったり下がったりしたという。 






表４-7 ラオスにおける主な ICT 関連法律内容 














































































た。この法律によって、情報セキュリティンシデント管理（Lao Computer Emergency 
Response Team：LaoCERT）の重要性が出てきたが、国内のサイバー犯罪に関する取締はまだ
なく、この法律が実際に執行されていないのではないか、という疑念が生じている。 
そして、「情報通信技術法」では、ICT 利用や ICT 利用に関するセキュリティの確保や、
ICT 事業によるサービス提供者とサービス受領者の権利と義務といった ICT 関連の一般的
な規定が定められている。しかし、この ICT の管轄が MPT であると定められていることが

















第 1章 第 5 節 第 4項で述べたように、ラオスでは 2003年から韓国、インド、中国の支
援を受けて電子政府の取組を実施してきた。付録 1 のように、支援諸外国によって、電子政
府ロードマップや電子政府アクションプランが策定されてきた。2005 年に策定されたラオ
























れていないことや、そもそも国家レベルの ICT 戦略や ICT マスタープランがないことによ
って、各省庁との連携や協力が得られないのではないか、という疑念も生じている。 
 
図４-4  ラオスの電子政府開発計画 2013-2020 
出典：Kesone（2017）の発表資料 
第３節 国際指標による ICT 開発・電子政府の現状分析 
第１項 国連の「電子政府ランキング」による分析 






図４-5 国連の電子政府ランキングにおける LDCs（2016 年上位ランク）の比較 
出典：国連の電子政府発展度指標 2005-2016 
図 4-5のように、国連の電子政府ランキングにおける LDCsの比較を示す。これは、LDCs
のランキング 2016における上位 9位の国々とラオス（第 12位）を比較したものである。こ
の比較により、過去 10年間のランキング変動をみると、大きくランクを上げたバングラデ
シュ（162位→128 位の 38ランク）やザンビア（180 位→132 位の 48ランク）のような国も
あれば、147 位と 148 位の間ランキング変動がないラオスのような国もある。比較 LDCs に
おけるトップと一番下の差は、2005年には 55位差、その後は差が縮んで、2016 には 24位








図 4-6 のように、ラオスの EGDI 変動を示す。過去 10 年間をみると、ラオスの EGDI は
EGDI平均より下であり、一番高くても 2016年で EGDI 平均の 63%しか届かなかった。また、
ラオスの EGDIは、0.242から 0.309に約 0.067ポイント上昇したが、EGDI平均の変動はこ




年毎にその差が大きくなり、最大 2016年では 0.074（0.309対 0.235）ポイントの差となっ
た。これにより、ラオスの電子政府の発展は、LDCs の中では進んでいると言えるが、ラオ
スも他の LDCs と同様に EGDI の平均より下なので、電子政府の発展は必ずしも充分に進ん
でいない。 
また、図 4-6では、ラオスの EGDIは、2008年を 2005年と比べて 0.004ポイントと少し
下がったのにも関わらず、ランキングは 9ランクも下がってしまった。また 2012 年を 2010
年と比べると、ラオスの EGDI 及び EGDI 平均は上がったものの、ラオスのランキングは下
がった。これは、ラオスの EGDIの上がった分は、全体の EGDIが上がり、そのため EGDI平
均が上がった分より小さくなるということが考えられる。一方、2014年のラオスの EGDIが
2012 年と比べて下がったのは、ラオスの電子政府フェーズ 1 のプロジェクトが完了したこ
とによって、EGDIに大きく影響を及ぼしたことが要因として考えられる。 
次に図 4-7のように、ランキング 2016 における LDCsの上位 9位の国々とラオスを比較
する EGDI 変動を示す。過去 10 年間、この比較 LDCs の EGDI は、EGDI 平均より大きく下ま
わる。また、LDCs-EGDI平均は、EGDI平均の 48％しか届かなかった。これは、LDCsにおけ
る電子政府の発展が充分に進まなかった。ランキングの比較と同様に、EGDI が毎年に大き
く上がったバングラデシュのような国もあれば、2005 年～2014 年の間 EGDI が下がったネ
パールのような国もある。また、ラオスについては、電子政府ランキングが最も上位になっ
た 2005年の EGDIは、比較 LDCsリストも 6位になったが、それ以降、ほぼ同じの状況を続
けている。 
また、図 4-8のように、高所得国（High Income Countries：HICs）や高中所得国（Upper 
Middle-Income Countries：UMICs）と LDCsのトップ 9ランクとラオスをグループ化し、2016
年のランキングと EGDIを示す。UMICsの EGDIは 0.6 以上と、HICsの EGDIは 0.8以上とな
り、EGDI平均より約 1.2～1.6倍となる。同様に、LDCs-EGDI平均の比較では、HICsにおけ




により、OSI の変動が激しく、TII は毎年に増えたものの、HCI は下がる一方である。さら
に、第 3章 第 1節 第 2項に述べたように、EGDI=（OSI+ TII+ HCI）/3ということで、こ
の OSI のばらつきのある変動が、EGDI に大きく影響を与えるため、ラオスの電子政府の状
況分析には、OSIの分析が重要である。 
 




図４-7 LDCs（EGDI2016 上位ランク）における EGDIの比較 
出典：国連の電子政府発展度指標 2005・2008・2010・2012・2014・2016 
 




図４-9 ラオスにおける EGDI の各指標変動 
出典：国連の電子政府発展度指標 2005・2008・2010・2012・2014・2016 
（2） 電気通信インフラ指標（TII） 
図 4-10 では、ラオスの TII変動を示す。過去 10 年間をみると、ラオスの TII は、0.007
から 0.1543 に約 0.146 ポイント大きく（21 倍）上昇し、TII 平均の方は 0.192 ポイント







じさせる。一方、LDCs の TII の平均（LDCs-TII 平均）を見ると、ラオスの TII は、LDCs-
TII平均より上になっている。これは、LDCsの共通問題として、電気通信インフラ整備が遅
れることによって、電子政府の利用を促進させるレベルに達成しないことを示している。 
図 4-11 では、ランキング 2016 における LDCsの上位 9位の国々とラオスを比較する TII
変動を示す。過去 10年間、LDCs-TII平均は、とても低い状態が続いており、毎年に上がっ









ある程度進んでいることが見てとれる。その理由は、第 1 章 第 5 節 第 2 項で述べたよう





図 4-12 のように、HICsや UMICsと LDCsのトップ 9とラオスをグループ化し、2016年の
ランキングと TIIを示す。UMICsの TIIは 0.5以上と、HICsの TIIは 0.7以上となり、TII








図４-11 LDCs（EGDI2016 上位ランク）における TII の比較 
出典：国連の電子政府発展度指標 2005・2008・2010・2012・2014・2016 
 




図 4-13 では、ラオスの OSI変動を示す。過去 10 年間をみると、ラオスの OSI は、0.079




まだ世界の平均に達していない。一方、LDCs の平均 OSI（LDCs-OSI 平均）と比較すると、
ラオスの OSI の方がおおむね上まわっている。 
図 4-13 のように、ラオスの OSIが 2010年から 2012 年にかけて大きく上がった理由とし
ては、2010 年から電子政府フェーズ 1 の利用が始まり、その成果がまだ反映されえいない









図 4-14 のように、ランキング 2016 における LDCs の上位 9 位の国々とラオスを比較す
る OSI変動を示す。過去 10年間、LDCs- OSI平均は OSI平均より大きく下まわっていて、
2016 年の LDCs-OSI 平均は OSI 平均の 44％にしか届いていない。これは、LDCs で電子政府
のサービスが十分にされていないと考えられる。一方、2016 年の OSI 平均より上まわって
いるバングラデシュやウガンダやタンザニアのような国もあれば、OSI平均より上の状態か




さらに、図 4-15では、HICsや UMICsと LDCsのトップ 9とラオスをグループ化し、2016






図４-13 ラオスの OSI 変動 
出典：国連の電子政府発展度指標 2005・2008・2010・2012・2014・2016 
 




図４-15 国状況における 2016 年 OSI・ランキングのグループ化 
出典：国連の電子政府発展度指標 2005・2008・2010・2012・2014・2016 
（4） 人的資本指標（HCI） 
図 4-16 では、ラオスの HCI 変動を示す。過去 10 年間をみると、ラオスの HCI は、0.64
から 0.491 に約 0.149 ポイント下がり、HCI 平均の方は 0.07 ポイント（0.713→0.643）下




また、図 4-17 では、ランキング 2016 における LDCs の上位 9 位の国々とラオスを比較
する HCI変動を示す。過去 10年間、LDCs- HCI平均は HCI平均を大きく下まわる状態とな
っていて、2012年以降の LDCs-HCI平均は HCI平均の約 6割まで達した。これは、LDCsの共
通問題として、教育水準や就職水準がまだ世界平均に達しないためである。また、2012 年
以降、トップなったウガンダやザンビアやブータンの続き、ラオスの HCI は 3 位になり、
LDCs- HCI平均より上まわっている。さらに、図 4-18では、HICsや UMICsと LDCs のトップ
9 とラオスをグループ化し、2016 年のランキングと HCI を示す。UMICs の HCI は 0.65 以上
と、HICsの HCIは 0.8以上となり、HCI平均（0.643、図 3-12）より約 1～1.2 倍となる。 
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図４-16 ラオスの HCI 変動 
出典：国連の電子政府発展度指標 2005・2008・2010・2012・2014・2016 
 




図４-18 国状況における 2016 年 HCI・ランキングのグループ化 
出典：国連の電子政府発展度指標 2005・2008・2010・2012・2014・2016 
第２項 世界経済フォーラムの「ネットワーク成熟度指数」による分析 
次に国連のランキング 2016 における LDCs の上位 9 位の国々とラオスを比較するため
に、他の ICT関連指標を用いて、どのような要因で電子政府ランキングがラオスより上にな








図 4-19 のように、ラオスの NRI 変動を示す。近年 3 年間をみると、ラオスの NRI は、






図４-19 ラオスの NRI 変動 
出典：世界経済フォーラムのネットワーク成熟度指数 2014・2015・2016 
（1）NRI 指数 








LDCs の下から 4 位から 10 位の間であったのに対して、ネットワーク成熟度ランキングで
は、3位のままとなっている。 
図 4-21 のように、国連のランキング 2016 における LDCs の上位 9 位の国々とラオスに
おける NRI の比較を示す。最近 3 年間の NRI 変動をみると、各国の NRI 変動はそれほど大
きくなく、5%の差の範囲で変動した。2014年よりラオスが NRIに対象としてから、比較 LDCs
の EGDI トップとなったバングラデシュより上となり、NRI トップをみると、トップなった





図４-20 LDCs（EGDI2016 上位ランク）における NRI ランキングの比較 
出典：世界経済フォーラムのネットワーク成熟度指数 2014・2015・2016 
 





図 4-22 では、国連のランキング 2016 における LDCs の上位 9 位の国々とラオスにおけ
る NRIの各サブ指数の比較を示す。「A:環境」サブ指数については、ラオスの指数は、比較
LDCs リスト中、2014 年は 3 位になり、2016 年は 5 位に下がった。「C:利用」サブ指数につ
いては、2014 年の 5 位から 2016 年の 6 位に下がった。また、「D:影響」サブ指数について
も、2014年は 3位で 2016 年では 4位に下がった。一方、「B:準備」サブ指数は、2014年の








図４-22 LDCs（EGDI2016 上位ランク）における NRI のサブ指数の比較 
出典：世界経済フォーラムのネットワーク成熟度指数 2014・2015・2016 
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 NRIの「A:環境」の「1：政治及び規制に関する環境」の「1.02 ICT 関連法令」： 
この指標は、「電子商取引法、デジタル署名、消費者保護に関連した ICT関連法令が、ど
のように執行されているのかを評価することである。図 4-23は、国連のランキング 2016 に
おける LDCsの上位 9位の国々とラオスにおける NRI の「1.02 ICT 関連法令」指標の比較
を示す。2014年におけるラオスの指標は、比較 LDCs リストの中、ルワンダの次で上から 2


















のように執行されているのかを評価している。図 4-24は、国連のランキング 2016 におけ




要因は、ラオスの ICTインフラ事情（第 1章 第 5節 第 2項）で述べたように、ラオスの電
話会社の価格競争によってインターネット利用料が安くなったことで上昇し、その後ラオ
ス政府の規制によるインターネット料金一律化によって低下したと考えられる（2014 年
3.10ポイント→2015 年 5.41ポイント→2016 年 4.96 ポイント）。 
 




るものである。図 4-25は、国連のランキング 2016 における LDCsの上位 9位の国々とラオ














ている。「8.01 政府の将来ビジョンにおける ICTの重要性」については、2014 年における
ラオスは、比較 LDCsリストの中、ルワンダとブータンの次でから 3位、平均値より 0.5ポ
イント上となったが、その後、2016年には 7位、平均値より下まで下がった。他の LDCsで
は年毎にこの指標は上がる傾向だったが、ラオスの指標は下がる一方である。これは、表 4-
6 のように、2009 年～2016 年の間、ラオス政府は ICT 政策については何も発行しなかった
からであると考えられる。すなわち、ラオスでは、政府の将来ビジョンにおける ICT の重
要性が明確化されていないのでこのような評価が出たわけである。また、MPTが国会 ICT開





「8.03 政府による ICT 振興の達成度」については、2014年におけるラオスの指標は、比
較 LDCsリストの中、4位、平均値より上となったが、その後、2016年には 6位で、平均値
より下まで下がっている。比較 LDCsのこの指標は、全体的に下落傾向である。これは、比











図４-26 LDCs（EGDI2016 上位ランク）における NRI の「8：政府利用」の比較 
出典：世界経済フォーラムのネットワーク成熟度指数 2014・2015・2016 
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 NRIの「D:影響」の「10：社会的影響」の「10.03 ICT利用による行政の効率化」： 
図 4-27 は、国連のランキング 2016 における LDCs の上位 9 位の国々とラオスにおける
NRIの「10.03 ICT利用による行政の効率化」の比較を示す。この指標は ICTの利用におい
て政府が効率的になっているかどうかを評価するものである。2014 年におけるラオスの指




















前項では、電子政府の進捗状況及び ICT 環境の展望状況を分析した。次に、ICT 開発の
レベルと進化について分析する。ITUの IDIを用いて国連のランキング 2016 における LDCs
の上位 9位の国々とラオスはどのような結果となるのか考察する。IDIは先進国と発展途上
国の ICT開発の進展状況について評価する。また、IDIでは、3つ分類「ICTアクセス、ICT
利用、ICTスキル」から評価する。本研究では、ITU の IDI 2011（2013発行の年報告書）・
2012（2014発行の年報告書）・2013（2014発行の年報告書）・2015（2016発行の年報告書）・
2016（2016発行の年報告書）のデータを用いて、ラオスの IDI状況について分析を行う。 
図 4-28 では、ラオスの IDI 変動を示す。近年 5 年間をみると、IDI は、1.99 から 2.45
へと約 0.46 ポイント上昇しているが、ラオスの ICT 開発ランキングは、122 位から 144 位









図４-28 ラオスの IDI 変動 
出典：国際電気通信連合の ICT開発指標 2011・2012・2013・2015・2016 
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（1）IDI 指数 
図 4-29 では、国連のランキング 2016 における LDCs の上位 9 位の国々とラオスにおけ
る国際電気通信連合の ICT 開発ランキングの比較を示す。この最近 5 年間のランキング変
動をみると、大きくランクが下がったウガンダ（130 位→150 位の 27ランク）やタンザニア





図４-29  LDCs（EGDI2016 上位ランク）における IDI ランキングの比較 
出典：国際電気通信連合の ICT開発指標 2011・2012・2013・2015・2016 
図 4-29 で、2016年にトップランクのブータンと一番下のタンザニアの差は 50ランクと
なったが、2011年では両国間のランキングの差は、24ランクであった。一方、ラオスとブ
ータンをみると、2012 年両国間における電子政府ランキングの差は 1 ランク、ICT 開発ラ
ンキングの差は 4ランクで、2016年における電子政府ランキングの差は 15ランク、ICT開
発ランキングの差は 27 ランクであり、ブータンが上位にあるという結果になった。これは、
ブータンが ICT に関する政策及び ICT 開発が進んでいることに起因すると考えられる。ま
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た同様に、ラオスとバングラデシュをみると、2012 年における電子政府ランキングの差は








図４-30 LDCs（EGDI2016 上位ランク）における IDI の比較 
出典：国際電気通信連合の ICT開発指標 2011・2012・2013・2015・2016 
また、図 4-30 のように、国連のランキング 2016 における LDCs の上位 9 位の国々とラ
オスにおける IDI の比較を示す。ラオスの IDI は、比較 LDCs の EGDI トップとなったバン
グラデシュより上となり、常に IDIトップとなったブータンの次、ネパールとセネガルの続
き、ラオスは 4 位になった。また、過去 5 年間、比較 LDCs の IDI は、IDI 平均より大きく
下の状態となっていて、ほぼ IDI 平均の半分までしか達成していない。ラオスも他の LDCs





図 4-31 では、国連のランキング 2016 における LDCs の上位 9 位の国々とラオスにおけ
る IDI の「ICT アクセス」指標の比較を示す。過去 5 年間、比較 LDCs の ICT アクセスは、
平均を大きく下まわっている状態となっていて、ほぼ平均の半分までしか達成できていな






図４-31 LDCs（EGDI2016 上位ランク）における IDI の「ICT アクセス」の比較 
出典：国際電気通信連合の ICT開発指標 2011・2012・2013・2015・2016 
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 IDIの「ICT利用」： 
図 4-32 では、国連のランキング 2016 における LDCs の上位 9 位の国々とラオスにおけ








図４-32 LDCs（EGDI2016 上位ランク）における IDI の「ICT 利用」の比較 
出典：国際電気通信連合の ICT開発指標 2011・2012・2013・2015・2016 
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 IDIの「ICTスキル」： 
図 4-33 のように、国連のランキング 2016 における LDCs の上位 9 位の国々とラオスに
おける IDI の「ICT スキル」指標の比較を示す。過去 5 年間、比較 LDCs の ICT スキルは、
平均より大きく下の状態となっていて、ラオスの ICT スキルは、平均の 6 割しか達成しな
い。また、この指標のトップとなっていたブータンの次に、ネパールとラオスが 2か 3位に
なっている。2016年報告より、評価方法が「平均実績就学年数」に変わったことによって、





図４-33 LDCs（EGDI2016 上位ランク）における IDI の「ICT スキル」の比較 
出典：国際電気通信連合の ICT開発指標 2011・2012・2013・2015・2016 
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以下にその具体的な内容と結果を述べる。筆者は 2016年 2月、ラオス行政における ICT
利活用及びラオスの電子政府事情について、付録 4 に示す、個々の政府機関の部長・センタ




















































































1.ネットワーク・インフラの充実度 1.1 （10） 7.9 （デンマーク） 
2.行財政改革への貢献度、行政管理の最適化 3.2 （12） 11.8 （デンマーク） 
3.各種オンライン・アプリケーション・サービ
スの進捗度 
3.5 （12） 11.3 （米国） 
4.ホームページ、ポータル・サイトの利便性 4.1 （ 8） 7.4 （米国） 
5.行政 CIOの活躍度 0.9 （10） 9.8 （シンガポール） 
6.電子政府の戦略・振興策 1.3 （10） 9.7 （シンガポール） 
7.ICTによる市民の行政参加の充実度 2.5 （10） 9.8 （米国） 
8.オープン・ガバメント 0.5 （10） 9.6 （米国） 
9.サイバー・セキュリティ 1.2 （10） 9.8 （シンガポール） 
10.先端 ICT（クラウド、IoT、ビックデータ）
の利活用度 
0.0 （8） 7.9 （韓国） 
合計 18.7（100） 91.0 （シンガポール） 
出典：早稲田大学電子政府・自治体研究所（2016）調査手法を用いて筆者が評価した結果 
第１項 ネットワーク・インフラの充実度 




































政府の最適化の状況について調査した。ラオスの「行政管理の最適化」指標は 12 点中 3.2





































































観点における点数が高い」を意味する。また、第 1章 第 3節 第 2項で述べたように、情報
公開の観点、技術的観点、機能性観点といった 3 つの評価観点について、評価達成割合で
は、高 80%以上、中 40-79%、低 40%未満という分類する。 
2017年 4月 18日における調査結果を表 4-10に示す。この結果から、平均及び平均以上



























情報公開 技術的 機能性 
1 司法省 5.6 平均以上 高 高 中 http://www.moj.gov.la/ 
2 工業商業省 5.0 平均以上 高 中 中 http://www.moic.gov.la/ 
3 国民議会 5.0 平均以上 高 中 中 http://www.na.gov.la/ 
4 内務省 4.7 平均 高 中 低 http://www.moha.gov.la/ 
5 教育スポーツ省 4.6 平均 高 中 低 http://www.moe.gov.la/ 
6 ラオス中央銀行 4.2 平均 高 中 低 http://www.bol.gov.la/ 
7 首相府 4.1 平均 高 中 低 http://www.laogov.gov.la/ 
8 天然資源環境省 3.9 平均以下 中 中 低 http://www.monre.gov.la/ 
9 郵便電気通信省 3.9 平均以下 中 中 低 http://www.mpt.gov.la/ 
10 外務省 3.7 平均以下 中 中 低 http://www.mofa.gov.la/ 
11 科学技術省 3.7 平均以下 中 中 低 http://www.most.gov.la/ 
12 公共事業運輸省 3.7 平均以下 中 中 低 http://www.mpwt.gov.la/ 
13 国防省 3.5 平均以下 中 中 低 http://www.mod.gov.la/ 
14 計画投資省 3.5 平均以下 中 中 低 http://www.investlaos.gov.la/ 
15 農業森林省 3.1 平均以下 中 低 低 http://www.maf.gov.la/ 
16 公安省 3.0 平均以下 中 低 低 http://www.laosecurity.gov.la/ 
17 財務省 2.9 平均以下 中 低 低 http://www.mof.gov.la/ 
18 エネルギー鉱業省 評価時、ホームページアクセス不可能 http://www.mem.gov.la/ 
19 情報文化観光省 評価時、ホームページアクセス不可能 http://www.micat.gov.la/ 
20 保健省 評価時、ホームページアクセス不可能 http://www.moh.gov.la/ 
21 労働社会福祉省 評価時、ホームページアクセス不可能 http://www.molsw.gov.la/ 
出典：筆者が評価した結果 
第５項 行政 CIO の活躍度 






点中 1.3 という低い結果であった。この指標の調査手法では、ラオスの「ビジョン 2030、
社会経済開発戦略 10 カ年戦略 2016-2025、第 8 次国家社会経済開発計画 2016-2020」に応
じる ICT利用の拡大・効果向上とする電子政府の目標設定、LAO ICT EXPOにおける電子政







られる。また、電子政府フェーズ 1 が終了した後、2012 年から電子政府開発計画 （2013-
2020）のドラフト版の策定や電子政府フェーズ 2の計画が進行中であるが、電子政府フェー
ズ 1から学んだ経験は、MPT内のみで検討されている。さらに、ラオス政府の将来ビジョン




































指標における 10点中 0.5という低い結果であった。 
第９項 サイバー・セキュリティ 
ラオスのサイバー・セキュリティ対策を担当している情報セキュリティンシデント管理
チーム（Lao Computer Emergency Response Team：LaoCERT）38は、2016年に ITUをはじめ、
日本の JPCERT・JICAからの支援・協力によって創立された。これは、近年、ラオス国内の
何れかのコンピュータを踏み台にして、他の国に攻撃が行なわれるリスクに対する対策の


































ランキングでは、10 年間、ラオスのランキングは 147-156 位の間にとどまっており、ラン
キングの変動があまり大きくない。以下、ラオスの電子政府の取組に関する問題と要因をま
とめる。 












 電子政府インフラ整備の維持のための予算調達が困難。（第 4 章 第 1節、第 4章 
第 5節 第 1 項、第 5章 第 2 節 第 4 項） 
 過去に構築された電子政府システムのインフラが上手く活用できていない。（第
4 章 第 4 節） 
 政府がインターネット普及を踏まえた ICT 振興を行ってこなかった。（第 4 章 
第 2節 第 3 項） 
 政府のビジョンにおける ICTの重要性が低い： 
ラオスでは今まで ICT に対するビジョンが明確ではなかったため、ラオスの電子政
府振興としての政策・戦略・法制度が十分に整備されていなかった。一方、ラオス人民
革命党の第 10回全国代表者大会で承認された「ビジョン 2030」、「社会経済開発戦略 10





 ラオス人民革命党の政治家・ラオス政府の高官レベルにおける ICT 知識・関心
が低い。（第 4章 第 2 節 第 1項、第 4章 第 3 節 第 2 項、第 5 章 第 2節 第 1項） 
 政府全体の ICT を統括する政府 CIO がいない。（第 4 章 第 2 節 第 1 項、第 4 章 
第 5節 第 5 項） 
 ICT政策空白の期間が長く続いた ICT政策の停滞： 
2009年に施行された国家 ICT方針から既に 10 年近くが経ったこともあり、これを再
度見直して新たな国家 ICT 方針を策定する時期に来ているはずである。また、現在 MPT
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（第 4章 第 2節 第 1項） 
 MPT も MOST をはじめ、他の政府機関においても、ICT 政策の策定や推進のため
に、政策と ICTの両面で知識を持つ人員が不足。（第 4章 第 2節 第 2項、第 4






 電子政府に対する明確な政策・戦略・計画・制度がない。（第 4 章 第 1 節 第 1
項、第 4章 第 2節 第 2・3・4項、第 4章 第 3 節 第 2 項、第 4章 第 4 節、第 4章 
第 5節 第 2・6 項） 
 政府内での協調する仕組の欠如。（第 1 章 第 6節 第 1項） 
 政府職員の ICTリテラシーや電子政府に関連する知識・関心が低い。（第 4章 第
3 節 第 2 項、第 4章 第 3節 第 3項、第 4章 第 4節） 






機関へ派遣して ICTを学んで卒業した者は、政府機関の ICT人材や ICT教員より高い給
料が得られるため、企業に流出している傾向がある。 
 ICT 産業のための政策や法制度が未整備で、振興策が不十分。（第 4章 第 2節 第
2・3項） 
 教育機関で育成された ICT 人材のスキルと ICT 関連企業や政府機関のニーズが













 支援国間の連携が不十分。（第 4章 第 1節 第 1 項、第 4章 第 2 節 第 1項） 
 外国からの圧力が強い。特に借款大国の中国からの圧力によって、ドナー主導
型プロジェクトが進められてしまう。（第 4 章 第 1節 第 1・3項） 
 支援国それぞれで ICT・電子政府に対する考え方が異なり、ラオスに合った適

















府の発展のために、どのようなことを行うべき点について、第 3章 第 3節で述べた研究枠
を用い、ラオスの電子政府に関わる関係者に量的研究としてのアンケート調査を行う。 
第１節 アンケート集計方法 
本調査は、2017 年 9 月 15 日～2017 年 11月 14 日の 2か月期間、付録 3に示すようにア













図 5-1 では、56 名の回答者の性別・年齢別・教育レベルの内訳を示す。回答者の 30 代
と 40代が全体の 75%を占めていることや、教育レベルは大学以上が 95％占めている。また、
図 5-2では、回答者の職業・所属先を示す。回答者は、半分以上がラオス政府であり、他に
は企業の経営者や外国企業の専門家や国際機関・諸外国機関の専門家やラオス国立大学の
































第３項 ラオスの電子政府フェーズ 1の利用現状 









図５-6 ラオスの電子政府フェーズ 1の利用 
出典：アンケート結果により、筆者作成 
 
図５-7 ラオスの電子政府フェーズ 1の改善すべき点 
出典：アンケート結果により、筆者作成 
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第４項 ラオス行政の ICT化及び電子政府の利用における課題 








図５-8 ラオス行政の ICT化及び電子政府の利用における財政的課題 
出典：アンケート結果により、筆者作成 
また、アクセス・利用の課題としては、図 5-9 のように、トップ 2 は「政府職員とユー
ザの ICTリテラシーが低い、電子政府における利益の意識が低い」となっている。他に、「ア
クセスチャネルの多様化、地方での ICTアクセスレベルの低さ」が挙げられている。 










図５-9 ラオス行政の ICT化及び電子政府の利用におけるアクセス・利用の課題 
出典：アンケート結果により、筆者作成 
 











題としての 2 トップとなっている。他と回答に、「CIO 制度の欠如、内部人材の信頼性、外
国人の採用が多い、IT人材移動、外国専門からの技術移管の欠如」が挙げられる。ICT人材
不足の課題に関し、国立大学やカレッジ・専門学校を卒業する学生は年間 1000 人程度の 1






図５-11 ラオス行政の ICT化及び電子政府の利用における法制・行政的課題 
出典：アンケート結果により、筆者作成 
 































61% 38% 0% 2% 0% 
I2 官民と市民が共同利用できる国のバックボーンネ
ットワークを構築すること 
43% 46% 4% 5% 2% 
I3 民間と市民が電子政府にアクセスして利用するこ
とができるさまざまなチャネルを構築すること 

















36% 61% 2% 2% 0% 
U2 電子政府の開発と利用のための政府機関間の調整
メカニズムを確立すること 
50% 50% 0% 0% 0% 
U3 電子政府に関連する政府機関のシステムを統合す
るための基準（メタデータ標準）を確立すること 
52% 46% 2% 0% 0% 
U4 電子政府に伴う変革に対するチェンジマネジメン
トにおける計画策定・実施対策を行うこと 
43% 55% 2% 0% 0% 
U5 電子政府の重要性の理解と認識を促進する仕組を
確立すること 
50% 50% 0% 0% 0% 
U6 電子政府利用者の ICT リテラシーを向上させる教
育を実施すること 
54% 46% 0% 0% 0% 
U7 電子政府の活用促進と電子政府利用に関するトレ
ーニングの仕組を確立すること 
48% 52% 0% 0% 0% 
U8 電子政府実施の評価システムを成立すること 48% 52% 0% 0% 0% 
U9 中央レベルと地方レベルでの電子政府実施ランキ
ングを調査すること 









57% 43% 0% 0% 0% 
L3 電子政府を実施し、電子政府の利用を促進する法
律・法令を制定すること 
57% 41% 2% 0% 0% 
L4 電子政府に関連する法律・法令を改正・制定する
こと（行政法、情報法、セキュリティ法等） 





















界ガバナンス指標（2008・2010・2012・2014・2016 年 5 回分）と国連の電子政府ランキン
グ（2008・2010・2012・2014・2016 年 5 回分）の 193 ヶ国のデータを二次データとして用
いて、電子政府開発と政府の有効性の相関を調べた。調査した結果、先進国 36ヶ国 （図 3-
1）は「決定係数 R2 = 0.511；0.7 ＜ 相関係数|R| = 0.715 ≦ 1.0」と強い相関関係を持











































































充実度」調査手法を用いて評価した結果、ラオスは 10 点中 1.1 という低い結果となっ
た。さらに、国連の電気通信インフラ指標の過去 10年間をみると、ラオスの電気通信イ



















































て、ラオス政府における ICT利用状況の過去 3年間（2014年～2016年）の指数が 3.8ポ
イントから 3.56 そして 3.28 ポイントに下がっている。特に「8: 政府利用」の「8.01 

































































































政治及び規制に関する環境」の「1.02 ICT 関連法令」に関して、近年 3年間をみると、
2012 年に平均（3.9 ポイント）まで上昇（4.0 ポイント）したにも関わらず、その後、
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れた「情報通信技術法」の第 13章「情報通信技術の管理」 第 55条「情報通信技術を管
轄する機関」により、郵便電気通信省が ICT を直接管轄した。これによって、ICT 管轄
における郵便電気通信省と科学技術省の対立が終結すると考えられる。 
また、ラオスでは、政府全体の ICT 政策を統括する政府 CIO は存在しない。現在は


























































































ラオスの国家 ICT 方針は 2009年に施行されてから、10年近くが経ったので、これを
見直して、新たな国家 ICT 方針を策定する時期に来ているはずである。しかし、ICT 管
轄の二重化が続いていたことや、最近 ICTを直接管轄することになった MPT が政策を策
定する人員やコスト上の課題を多く抱えていることで、新たな国家 ICT方針が作成でき
ないと考えられる。 
また、「ビジョン 2030」に合わせた「国家 ICTマスタープラン 2016-2020」と「国家












加えて、ICT 行政における MPT と MOST の対立が長く続いていたことで、ICT・電子政府
の政策策定、実行面での停滞が続いていた。一方、ラオスの独特な政治体制、つまり、
ラオス人民革命党の一党支配の下で、党の政策に ICTが含まれないと国の政策を執行す

































者・受領者の ICT 教育を実施する。 
・国家戦略「ビジョン 2030」に合わせた国家 ICT方針・電子政府政策が含まれている
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リーダーシップの失敗    
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不十分な協調    
職場と組織の硬直性    
信頼の欠如    
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2. 電子政府の取組の駆動力について、主要な要因は何がありますか？（複数選択） 
[  ] 政治  [  ] 経済  [  ] 社会・文化 
[  ] 規制  [  ] 技術  [  ] 環境 
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・よく知っている ・知っている ・知らない ・全然知らない 
2. 電子政府をどのように知りましたか？ 
・電子政府の関係者 ・学校・大学での知識 ・一般的な知識 ・その他___________ 
3. 電子政府利用のメリットは何かありますか？（複数選択） 
[    ] 時間の短縮  [  ] コストの削減  [  ] 便利性 
[    ] 行政の透明性  [  ] その他:             
4. ラオスの電子政府利用における課題及び改善点は何かありますか？（複数選択） 
[    ] 時間がかかる       [  ] お金がかかる      [  ] つかえにくい 
[    ] セキュリティ     [  ] インターネットが遅い [  ] システムが遅い 
[    ] システムが合わない  [  ] 法律上での有効がない [  ] 仕事の二重化 
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